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報告第３号 

   専決処分について 

 令和２年度尼崎市一般会計補正予算について、令和２年５月７日次の

とおり専決処分したので、報告し、承認を求める。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

令和２年度尼崎市一般会計補正予算（第３号） 

令和２年度尼崎市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８８，２８１千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５８，０３０，２８

１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

報3



第１表 歳入歳出予算補正 

（単位 千円） 

　歳　　　入

60 繰 入 金 3,165,227 88,281 3,253,508

10 基 金 繰 入 金 3,165,227 88,281 3,253,508

257,942,000 88,281 258,030,281

　歳　　　出

15 民 生 費 105,634,165 33,720 105,667,885

10 児 童 福 祉 費 30,471,768 33,720 30,505,488

50 教 育 費 14,742,721 54,561 14,797,282

05 教 育 総 務 費 5,678,714 54,561 5,733,275

257,942,000 88,281 258,030,281歳  出  合　計

歳  入  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

款 項 補正前の額 補正額 計

（説 明） 

  中学校と高等学校に対して、民間のオンライン学習支援システムを

導入するほか、生活困窮度の高い家庭の児童生徒を対象に市内事業所

で利用できるお弁当クーポンを交付する事業を実施するにあたり、地

方自治法第１７９条第１項の規定により、専決処分をしたため、同条

第３項の規定により、本案を提出する。 

報3-2



（ 補 正 ３ 号 ）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

報3-3



報3-4



報3-5



報3-6



報告第４号 

   専決処分について 

 令和２年度尼崎市一般会計補正予算について、令和２年５月１５日次

のとおり専決処分したので、報告し、承認を求める。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

令和２年度尼崎市一般会計補正予算（第４号） 

令和２年度尼崎市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６７，５００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５８，０９７，７８

１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

報4



第１表 歳入歳出予算補正 

（単位 千円） 

　歳　　　入

60 繰 入 金 3,253,508 67,500 3,321,008

10 基 金 繰 入 金 3,253,508 67,500 3,321,008

258,030,281 67,500 258,097,781

　歳　　　出

35 商 工 費 2,216,933 67,500 2,284,433

05 商 工 費 2,216,933 67,500 2,284,433

258,030,281 67,500 258,097,781

款 項 補正前の額 補正額 計

歳  出  合　計

歳  入  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

（説 明） 

  新たにテイクアウトやデリバリー等を開始する市内飲食事業者等に

対して必要な経費を補助するほか、飲食業や小売業、サービス業など

市内に店舗を構える中小事業者等を対象とした、市内登録店舗で利用

可能なプレミアム付利用券を発行する事業に対して補助を行うにあた

り、地方自治法第１７９条第１項の規定により、専決処分をしたため、

同条第３項の規定により、本案を提出する。 

報4-2



一 般 会 計

予 算 説 明 書

（ 補 正 ４ 号 ）

報4-3



報4-4



報4-5





予 算





議案第５９号 

   令和２年度尼崎市一般会計補正予算（第５号） 

令和２年度尼崎市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，７９４，１６０千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５９，８９１，

９４１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（市債の補正） 

第３条 市債の変更は、「第３表市債補正」による。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美 

議59



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　　　入

40 国 庫 支 出 金 97,308,233 923,130 98,231,363

10 国 庫 補 助 金 53,466,670 923,130 54,389,800

45 県 支 出 金 13,665,277 87,300 13,752,577

10 県 補 助 金 2,033,334 87,300 2,120,634

50 財 産 収 入 1,983,059 3 1,983,062

05 財産運用収入 478,227 3 478,230

55 寄 付 金 61,525 10,000 71,525

05 寄 付 金 61,525 10,000 71,525

60 繰 入 金 3,321,008 546,327 3,867,335

10 基 金 繰 入 金 3,321,008 546,327 3,867,335

70 諸 収 入 7,132,291 2,500 7,134,791

30 雑 入 5,457,221 2,500 5,459,721

75 市 債 23,103,600 224,900 23,328,500

05 市 債 23,103,600 224,900 23,328,500

258,097,781 1,794,160 259,891,941

補正前の額 補正額

（単位　千円）

計款 項

歳  入  合　計

議59-2



　歳　　　出

05 議 会 費 821,351 △ 16,268 805,083

05 議 会 費 821,351 △ 16,268 805,083

10 総 務 費 63,078,854 48,771 63,127,625

05 総 務 管 理 費 59,944,016 48,771 59,992,787

15 民 生 費 105,667,885 178,380 105,846,265

05 社 会 福 祉 費 39,261,906 92,380 39,354,286

10 児 童 福 祉 費 30,505,488 86,000 30,591,488

35 商 工 費 2,284,433 62,664 2,347,097

05 商 工 費 2,284,433 62,664 2,347,097

45 消 防 費 6,310,503 87,200 6,397,703

05 消 防 費 6,310,503 87,200 6,397,703

50 教 育 費 14,797,282 1,333,413 16,130,695

05 教 育 総 務 費 5,733,275 1,260,413 6,993,688

10 小 学 校 費 1,610,586 73,000 1,683,586

65 予 備 費 100,000 100,000 200,000

05 予 備 費 100,000 100,000 200,000

258,097,781 1,794,160 259,891,941

補正額 計款 項 補正前の額

歳  出  合　計

議59-3



第２表　　繰越明許費補正

（単位　千円）

　追　　　加

第３表　　市債補正
（単位　千円）

　変　　　更

款 項 事　　業　　名 金　額

15 民 生 費 10 児 童 福 祉 費 公立保育所施設整備事業 314,840

起　債　の　目　的 補　　正　　前 補　　正　　後

学 校 施 設 整 備 事 業 費 限 度 額 738,300 限 度 額

1,147,200

811,300

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 費 限 度 額 1,260,700 限 度 額 1,342,400

消 防 施 設 整 備 事 業 費 限 度 額 1,077,000 限 度 額

議59-4



（ 補 正 ５ 号 ）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

議59-5



議59-6



議59-7



議59-8



議59-9



議59-10



議59-11



議59-12



議59-13



議59-14



議59-15



議59-16



議59-17



議59-18



議59-19



議59-20



議59-21



２ 給与費明細書

（単位　千円）
　(1)

436,089 110,618 546,707

109,526 2,172 111,698

603,380 122,526 725,906

58,471 9,736 68,207

452,357 110,618 562,975

109,526 2,172 111,698

620,354 122,526 742,880

△ 706 -           △ 706

△ 16,268 -           △ 16,268

-           -           -

△ 16,974 -           △ 16,974

その他

の手当
計

共 済 費
報　　酬

-

-

-

-

--

42,013 57,765
月分

3.4000

325,368

7,896

145,985

3,244

△ 16,268

備　　　考

2.5500

3.2300

支 給 額 年間支給率

2.5500

3,244

126,989

15,752

145,985

3.4000

期　末　手　当
地域手当

合　　計

15,752

309,100 126,989 3.2300

67,5019,736

補

正

前

計

そ の 他

そ の 他

議  　員

職 員 数区　　分

1,194

補

正

後

長  　等

そ の 他

議  　員

長  　等

長  　等

議  　員

計

人

4

42

4

1,194

1,148

1,148

-           -

特 別 職

-

-

計

42

給　　料

△ 706

98,386 7,896

407,486 49,909

42,719

98,386

423,754 50,615

-

-         △ 706

比

較
△ 16,268 -

議59-22



３　繰 越 明 許 費 明 細 書
（単位　千円）

　追　　　加

事　　　業　　　名 繰　　　越　　　理　　　由

15 民 生 費 10 児 童 福 祉 費 20 保 育 所 費 公 立 保 育 所 施 設 整 備 事 業 314,840
整備方法の調整に日時を要し、工事の年度内完了が見
込めないため

款 項 目 金　　額

議59-23



４

   (単位　千円)

令 和 ２ 年 度 中 令 和 ２ 年 度 中

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額
 普　  通  　債 141,221,252 134,079,202 15,492,300 18,286,428 131,285,074
土 木 42,713,001 39,677,648 2,292,900 5,165,459 36,805,089
教 育 50,147,773 46,578,597 4,580,600 8,576,138 42,583,059
市 営 住 宅 15,913,768 15,417,670 3,517,800 1,564,407 17,371,063
住 宅 資 金 貸 付 7,043 3,290 - 3,290 -
総 務 4,507,248 5,976,057 1,513,500 266,429 7,223,128
民 生 6,362,406 6,279,046 1,846,200 477,810 7,647,436
衛 生 15,956,637 15,114,437 542,900 1,361,675 14,295,662
商 工 87,834 69,351 30,100 21,621 77,830
消 防 1,684,903 1,558,426 1,168,300 409,484 2,317,242
企業会計等出資金 3,840,639 3,404,680 - 440,115 2,964,565

 災 害 復 旧 債 174,811 319,502 8,200 1,648 326,054
土 木 92,647 218,302 - 1,648 216,654
その他公共施設等 82,164 101,200 8,200 - 109,400

 そ    の    他 100,332,564 96,232,765 8,638,300 9,607,817 95,263,248
減 税 補 て ん 債 1,669,083 1,271,343 - 344,085 927,258
臨時 財 政対 策債 89,167,982 90,140,975 6,700,000 6,587,970 90,253,005
退 職 手 当 債 6,631,719 2,187,927 - 637,142 1,550,785
減 収 補 て ん 債 2,863,780 2,632,520 1,938,300 2,038,620 2,532,200

 合            計 241,728,627 230,631,469 24,138,800 27,895,893 226,874,376

市債の平成30年度末における現在高並びに令和元年度末及び令和２年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　分 平成30年度末現在高
令 和 元 年 度 末
現 在 高 見 込 額

令 和 ２ 年 度 中 増 減 見 込 み
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

議59-24



条 例





議 60 

議案第６０号 

尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例の一部 

を改正する条例について 

尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例の一部 

を改正する条例 

尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例（平成３０年尼

崎市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

第３条の表尼崎市立園田東生涯学習プラザの項中「尼崎市東園田町４

丁目１２番地の４」を「尼崎市食満５丁目８番４６号」に改める。 

別表尼崎市立園田東生涯学習プラザの項を次のように改める。 

尼 崎 市 立 園

田 東 生 涯 学

習プラザ 

ホ ー ル 11,400 円 15,200 円 22,800 円

学

習

室 

全 面 使 用 1,800 円 2,400 円 3,600 円

２ 分 の １

面 使 用 
900 円 1,200 円 1,800 円

大

会

議

室 

全 面 使 用 3,100 円 4,200 円 6,200 円

２ 分 の １

面 使 用 
1,500 円 2,100 円 3,100 円

和 

室 

全 面 使 用 1,800 円 2,400 円 3,600 円

２ 分 の １

面 使 用 
900 円 1,200 円 1,800 円

実 習 室 1,800 円 2,500 円 3,700 円

音 楽 室 3,100 円 4,200 円 6,300 円

付 則 

（施行期日） 



議 60-2 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、付則第３項

の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市立生涯学習プラザの設置及び管理に

関する条例（以下「改正後の条例」という。）別表尼崎市立園田東生

涯学習プラザの項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後の尼崎市立園田東生涯学習プラザ（以下「園田東生涯学

習プラザ」という。）の利用に係る使用料について適用し、施行日前

の園田東生涯学習プラザの利用に係る使用料については、なお従前の

例による。 

（準備行為） 

３ 施行日以後の園田東生涯学習プラザの利用に係る利用許可（尼崎市

立生涯学習プラザの設置及び管理に関する条例第６条第２項に規定す

る利用許可をいう。）に関する手続並びに当該利用に係る使用料の徴

収及び還付の手続は、この条例の施行前においても、改正後の条例及

び改正後の条例に基づく規則の規定の例により行うことができる。 

（説 明） 

  尼崎市立園田東生涯学習プラザの位置及び使用料を改めるため、条

例改正が必要であることから、本案を提出する。 



議 61 

議案第６１号 

   尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金条例について 

 尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を次のように制定する。 

  令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金条例 

（設置） 

第１条 新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等対策特別措

置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新

型コロナウイルス感染症をいう。）に関する対策で市長が別に定める

もの（以下「感染症対策」という。）に要する経費の財源を確保する

ため、尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金（以下「基金」とい

う。）を設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次のとおりとする。 

 感染症対策に要する経費に充てるための寄付金の額 

 毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める 

 額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

（基金への編入） 

第４条 基金から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するもの

とする。 

（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するため、市長が

必要があると認めるときに限り、処分することができる。 

（委任） 
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第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。 

（説 明） 

尼崎市新型コロナウイルス感染症対策基金を設置するため、条例制

定が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第６２号 

   尼崎市市税条例等の一部を改正する条例について 

尼崎市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市市税条例等の一部を改正する条例 

（尼崎市市税条例の一部改正） 

第１条 尼崎市市税条例（昭和２５年尼崎市条例第６１号）の一部を次

のように改正する。 

  第５条の２第１項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する法律」を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律」に、「情報通信技術利用法」を「情報通信技術活用法」に、「第

２条第３号」を「第３条第５号」に改め、同条第４項中「情報通信技

術利用法第２条第４号」を「情報通信技術活用法第３条第６号」に改

める。 

  第１１条第１項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

  第１８条第１項中「よって」を「より」に改め、同項第２号中「寡

夫」を「ひとり親」に改める。 

  第２１条中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除

額」を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に、「、第７項」を「、第６

項」に、「同条第７項」を「同条第６項」に改める。 

  第２６条第１項ただし書中「公的年金等（」の次に「第２７条の３

第１項を除き、」を加え、「第３１４条の２第５項」を「第３１４条

の２第４項」に改める。 

  第２７条の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告

書」に改め、同条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

  第２７条の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告

書」に改め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削

り、同項中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

  第３４条第２項第１号中「寡夫」を「ひとり親」に、「加算した」
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を「加えて得た額から１００，０００円を減じて得た」に改める。 

  第３６条第４項中「よって」を「より」に、「においては」を「に

は」に改め、「これを」を削り、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、その登録をしようとするときは、あらかじめ、

その旨を当該使用者に通知するものとする。 

  第３６条中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、同条第７

項中「よって」を「より」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６

項中「よって」を「より」に、「においては」を「には」に、「登記

又は」を「登記され、又は」に改め、同項を同条第７項とし、同条中

第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

 ５ 法第３４３条第５項に規定する方法により探索を行ってもなお固

定資産の所有者の存在が不明である場合（前項に規定する場合を除

く。）には、その使用者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に

登録し、その者に固定資産税を課する。この場合において、その登

録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知

するものとする。 

  第３９条第１項中「第３４９条の３の２」を「第３４９条の３の２

第１項」に改める。 

  第４０条の３の２の見出しを「（法第３４９条の３第２７項の条例

で定める割合等）」に改め、同条第１号中「第３４９条の３第２８

項」を「第３４９条の３第２７項」に改め、同条第２号中「第３４９

条の３第２９項」を「第３４９条の３第２８項」に改め、同条第３号

中「第３４９条の３第３０項」を「第３４９条の３第２９項」に改め

る。 

 第４９条及び第５０条中「令和２年３月３１日」を「令和４年３月

３１日」に改める。 

  第７１条第３項に次のただし書を加える。 

   ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本

数の算定については、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの

０．７本に換算するものとする。 
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  第７３条の２第１項中「第４６９条第２項」を「第４６９条第３

項」に改める。 

  第８９条第６項中「第３６条第７項」を「第３６条第８項」に改め

る。 

  第１０７条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、

第２２項から第２４項まで、第２６項、第２８項から第３１項まで、

第３３項又は第３４項」を「第３４９条の３第９項から第１１項まで、

第２１項から第２３項まで、第２５項、第２７項から第３０項まで、

第３２項又は第３３項」に、「第８項及び第９項」を「第９項及び第

１０項」に改める。 

  附則第７項から第９項までを次のように改める。 

７から９まで 削除 

附則第１０項第２号を削り、同項第３号中「附則第１５条第２項第

６号」を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同号を同項第２号と

し、同項第４号から第６号までを１号ずつ繰り上げ、同項第７号中

「附則第１５条第２９項」を「附則第１５条第２６項」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第８号中「附則第１５条第３０項第１号」を

「附則第１５条第２７項第１号」に改め、同号を同項第７号とし、同

項第９号中「附則第１５条第３０項第２号」を「附則第１５条第２７

項第２号」に改め、同号を同項第８号とし、同項第１０号中「附則第

１５条第３０項第３号」を「附則第１５条第２７項第３号」に改め、

同号を同項第９号とし、同項第１１号中「附則第１５条第３１項第１

号」を「附則第１５条第２８項第１号」に改め、同号を同項第１０号

とし、同項第１２号中「附則第１５条第３１項第２号」を「附則第１

５条第２８項第２号」に改め、同号を同項第１１号とし、同項第１３

号中「附則第１５条第３３項第１号」を「附則第１５条第３０項第１

号」に改め、同号を同項第１２号とし、同項第１４号中「附則第１５

条第３３項第２号」を「附則第１５条第３０項第２号」に改め、同号

を同項第１３号とし、同項第１５号中「附則第１５条第３３項第３

号」を「附則第１５条第３０項第３号」に改め、同号を同項第１４号
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とし、同項第１６号中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第

３４項」に改め、同号を同項第１５号とし、同項第１７号を削り、同

項第１８号中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第３８項」

に改め、同号を同項第１６号とし、同項第１９号中「附則第１５条第

４５項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同号を同項第１７号と

し、同項第２０号中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４

１項」に改め、同号を同項第１８号とし、同号の次に次の１号を加え

る。 

 法附則第１５条第４７項 ３分の２ 

附則第１０項第２１号を同項第２０号とし、附則第２５項及び第２

６項中「令和２年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改め、附

則第３１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準

割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に

規定する平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に改め、

「 （ 以下この項 及び次項において「特例基準割 合適用年」と い

う。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特

例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、附則第３２項中

「特例基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パーセ

ントの割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場

合には、その年中」に、「当該特例基準割合適用年における特例基準

割合」を「その年における当該加算した割合」に改め、附則第３４項

中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改め、附則第

４９項中「第４１条の１７の２第１項」を「第４１条の１７第１項」

に改め、附則に次の１項を加える。 

 （法附則第５９条第３項において準用する法第１５条の２第８項の条

例で定める期間） 

７１ 法附則第５９条第３項において準用する法第１５条の２第８項

の条例で定める期間は、２０日間とする。 

第２条 尼崎市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１３条第１項各号列記以外の部分中「、第４項若しくは第６項」
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を「若しくは第４項」に、「第３３条の８第８項」を「第３３条の８

第６項」に、「、第４項又は第６項」を「又は第４項」に改め、同項

第２号及び第３号中「、第４項又は第６項」を「又は第４項」に改め、

同項第４号中「第３３条の８第８項」を「第３３条の８第６項」に、

「同条第９項」を「同条第７項」に改める。 

  第１７条第５項中「第３３条の８第１９項から第２１項」を「第３

３条の８第１７項から第１９項」に改める。 

  第３３条の７第１項第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を

「第２９２条第１項第４号の２」に改め、同条第３項第２号中「又は

同条第３項の規定によって納付する法人」を削り、「これらの法人の

同条第２項に規定する連結事業年度開始の日から６月」を「当該法人

の同項」に改め、同項中第３号を削り、第４号を第３号とし、同条第

４項中「、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月の期間、同項

第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若

しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改め、同条第５項中「か

ら第３号まで」を「及び第２号」に改め、同条第８項を削り、同条第

９項中「第３３条の８第１項の規定によって申告納付するものにあっ

ては同項」を「第３３条の８第１項」に改め、「、同条第４項の規定

によって申告納付するものにあっては同項に規定する連結法人税額の

課税標準の算定期間の末日現在」を削り、同項を同条第８項とする。 

  第３３条の７の２第１項中「又は個別帰属法人税額（同項第４号の

２ に 規定する個 別帰属法人税額をいう。以下こ の款において 同

じ。）」を削り、「事業年度（連結事業年度に該当する期間を除く。

第５項において同じ。）分又は当該連結事業年度分」を「事業年度

分」に改め、同条第２項中「次条第１項の規定により申告納付すべき

法人にあっては同項」を「次条第１項」に改め、「、同条第４項の規

定により申告納付すべき法人にあっては同項に規定する連結法人税額

の課税標準の算定期間の末日現在」を削り、同条第３項中「又は個別

帰属法人税額」を削り、同条第４項中「又は同条第４項に規定する連

結法人税額の課税標準の算定期間」及び「又は当該連結法人税額の課
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税標準の算定期間」を削り、同条第５項中「又は個別帰属法人税額」

及び「又は当該連結事業年度」を削り、「６月を経過した日」を「次

条第１項に規定する６月経過日」に改め、「又は前連結事業年度」を

削る。 

  第３３条の８第１項中「あり、かつ」を「ある法人で」に、「（連

結事業年度に該当する期間を除く。）の開始」を「開始」に、「６

月」を「６月経過日（当該事業年度（当該法人が同法第２条第１２号

の７に規定する通算子法人である場合には、当該事業年度開始の日の

属する当該法人に係る通算親法人（同条第１２号の６の７に規定する

通算親法人をいう。次項において同じ。）の事業年度）開始の日以後

６月を経過した日をいう。）の前日まで」に、「有する法人」を「有

するもの」に、「前事業年度（連結事業年度に該当する期間を除

く。）」を「前事業年度」に改め、「又は当該事業年度開始の日の前

日の属する連結事業年度の法人税割額を基準として令で定めるところ

により計算した法人税割額」を削り、「第１８項」を「第１６項」に

改め、「、市長は、」を削り、同条第２項を次のように改める。 

 ２ 法人税法第７１条第１項ただし書の規定により同項の規定による

法人税に係る申告書を提出することを要しないこととされた法人

（同項第１号に掲げる金額（同条第２項又は第３項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額）が１０万円以下である場合又は

当該金額がない場合に該当するものを除く。）で、当該事業年度

（新たに設立された法人のうち適格合併（同法第２条第１２号の８

に規定する適格合併をいう。以下この条において同じ。）により設

立されたもの以外のものの設立の日の属する事業年度及び同法第６

４条の９第１項の規定による承認の効力が生じた日が同日の属する

当該法人に係る通算親法人の事業年度（以下この項において「通算

親法人事業年度」という。）開始の日以後６月を経過した日以後で

あるときのその効力が生じた日の属する事業年度を除く。以下この

項において同じ。）開始の日から６月経過日（当該通算親法人事業

年度開始の日以後６月を経過した日をいう。以下この項及び第１６
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項において同じ。）の前日までの期間中において市内に事務所、事

業所又は寮等を有するものは、当該事業年度開始の日の属する通算

親法人事業年度が６月を超え、かつ、６月経過日において当該通算

親法人との間に同法第２条第１２号の７の７に規定する通算完全支

配関係がある場合には、６月経過日から２月以内に、前事業年度の

法人税割額を基準として令で定めるところにより計算した法人税割

額（第３３条の１０第１項において「法人税において予定申告義務

がない法人の予定申告に係る法人税割額」という。）、均等割額そ

の他必要な事項を記載した申告書（以下この項において「法人の市

民税の申告書」という。）を市長に提出し、及びその申告した市民

税額を納付しなければならない。この場合において、当該法人が、

法人の市民税の申告書をその提出期限までに提出しなかったときは、

第１６項の規定の適用がある場合を除き、当該申告書の提出期限に

おいて令で定めるところにより計算した法人税割額及び均等割額を

記載した当該申告書の提出があったものとみなし、当該法人は、当

該申告納付すべき期限内にその提出があったものとみなされる申告

書に係る市民税に相当する税額の市民税を納付しなければならない。 

  第３３条の８第３項及び第４項を削り、同条第５項中「）若しく

は」を「）又は」に改め、「又は同法第８１条の２２第１項の規定に

より法人税に係る申告書を提出する義務がある法人若しくは当該法人

との間に連結完全支配関係がある連結子法人（連結申告法人に限

る。）」を削り、「当該事業年度開始の日前１０年以内に開始した事

業年度」の次に「又は中間期間」を加え、「含む。）又は当該連結事

業年度開始の日前１０年以内に開始した事業年度（同法第８０条第５

項又は第１４４条の１３第１１項に規定する中間期間を含む」を「い

う。）（同法第８０条第７項又は第８項に規定する欠損事業年度を除

く」に改め、「又は当該連結事業年度分」及び「又は個別帰属法人税

額」を削り、「前項、第８項又は第９項」を「第６項又は第７項」に、

「第３２１条の８第１２項各号」を「第３２１条の８第２３項各号」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第６項中「第３３条の７第３項
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第４号」を「第３３条の７第３項第３号」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第７項中「、第４項」を削り、「第９項」を「第７項」に

改め、同項を同条第５項とし、同条第８項中「、第６項」を削り、同

項を同条第６項とし、同条第９項中「、第２項又は第４項」を「又は

第２項」に改め、「（当該法人が連結子法人である場合又は連結子法

人であった場合にあっては、当該法人との間に連結完全支配関係があ

る連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法

人をいう。以下この款において同じ。）若しくは連結完全支配関係が

あった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に

係る更生若しくは決定の通知を受けたこと）」を削り、「よって」を

「より」に改め、「若しくは連結法人税額」を削り、同項を同条第７

項とし、同条第１０項中「法の施行地に主たる事務所若しくは事業所

を有する法人」を「内国法人（法第２９２条第１項第３号イに規定す

る内国法人をいう。以下この款において同じ。）」に、「若しくは同

法」を「又は同法」に改め、「又は同法第８１条の１５第１項の連結

控除限度個別帰属額」及び「若しくは同条第３項の控除の限度額で令

で定めるもの」を削り、「第５３条第２６項」を「第５３条第３８

項」に改め、「、第４項」を削り、同項を同条第８項とし、同条第１

１項中「又は同法第８１条の２２第１項の規定により法人税に係る申

告書を提出する義務がある法人若しくは当該法人との間に連結完全支

配関係がある連結子法人（連結申告法人に限る。）」、「又は各連結

事業年度」、「又は連結事業年度」及び「又は当該各連結事業年度」

を削り、「とする適格合併に係る被合併法人の当該適格合併」を

「（法第３２１条の８第５項に規定する合併法人をいう。以下この条

において同じ。）とする適格合併に係る被合併法人（同項に規定する

被合併法人をいう。以下この条において同じ。）の当該適格合併」に

改め、「又は連結法人税額に係る個別帰属法人税額」を削り、「第１

３項」を「第１１項」に、「第１４項又は第１７項」を「第１２項又

は第１５項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１２項中「第１

０項」を「第８項」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第１３項
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中「又は連結法人税額に係る個別帰属法人税額」を削り、「第１５

項」を「第１３項」に改め、「又は連結事業年度」を削り、「以下こ

の条」を「次項及び第１３項」に、「第１７項」を「第１５項」に改

め、同項を同条第１１項とし、同条第１４項中「又は連結事業年度の

開始」を「開始」に、「又は連結事業年度の法人」を「の法人」に改

め、「又は当該５年を経過する日の属する連結事業年度の」及び「若

しくは連結事業年度」を削り、「第１７項」を「第１５項」に、「第

１１項」を「第９項」に改め、同項第４号中「普通法人又は」を「法

人税法第２条第９号に規定する普通法人又は同条第７号に規定する」

に、「法人税法第２条第６号」を「同条第６号」に改め、同項を同条

第１２項とし、同条第１５項中「第１７項」を「第１５項」に、「第

１１項」を「第９項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条中第１

６項を第１４項とし、第１７項を第１５項とし、同条第１８項中「連

結事業年度」を「事業年度」に、「６月」を「６月経過日の前日ま

で」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１９項中「第３２１条

の８第４３項」を「第３２１条の８第５３項」に改め、「（法第２９

２条第１項第３号イに規定する内国法人をいう。以下同じ。）」を削

り、「、第４項又は第６項から第９項」を「又は第４項から第７項」

に、「第２１項」を「第１９項」に、「第３２１条の８第４２項」を

「第３２１条の８第５２項」に改め、同項を同条第１７項とし、同条

第２０項を同条第１８項とし、同条第２１項中「第１９項」を「第１

７項」に改め、同項を同条第１９項とし、同条第２２項中「第１９

項」を「第１７項」に、「第３２１条の８第４６項後段」を「第３２

１条の８第５６項後段」に改め、同項を同条第２０項とし、同条第２

３項中「、第６項若しくは第９項」を「若しくは第７項」に改め、同

項を同条第２１項とし、同条第２４項中「第２２項」を「第２０項」

に、「第１９項」を「第１７項」に改め、同項を同条第２２項とし、

同条第２５項中「第２２項前段」を「第２０項前段」に、「第３２１

条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、「第１９項」を

「第１７項」に改め、同項を同条第２３項とし、同条第２６項中「第
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２２項後段」を「第２０項後段」に、「第２４項」を「第２２項」に、

「第７５条の４第３項」を「第７５条の５第３項」に改め、「（同法

第８１条の２４の３第２項においてこれらの規定を準用する場合を含

む。）」を削り、「第３２１条の８第４６項後段」を「第３２１条の

８第５６項後段」に、「第１９項」を「第１７項」に改め、同項ただ

し書中「同条第４６項後段」を「同条第５６項後段」に改め、同項を

同条第２４項とする。 

  第３３条の１０第１項中「若しくは個別帰属法人税額」を削り、

「これら」を「これ」に、「、法人税に関する法律の規定によって」

を「、法人税に関する法律の規定により」に改め、「若しくは法人税

に関する法律の規定によって申告し、修正申告し、更生され、若しく

は決定された連結法人税額に係る個別帰属法人税額（以下この条にお

いて「確定個別帰属法人税額」という。）」を削り、「予定申告に係

る連結法人の法人税割額」を「法人税において予定申告義務がない法

人の予定申告に係る法人税割額」に、「確定法人税額若しくは確定個

別帰属法人税額」を「法第３２１条の１４の規定により確定法人税

額」に、「、又は」を「又は」に改め、同条第２項中「、第４項又は

第６項」を「又は第４項」に改め、「又は確定個別帰属法人税額」を

削り、同条第３項中「若しくは個別帰属法人税額」及び「若しくは確

定個別帰属法人税額」を削り、「これら」を「これ」に、「、又は」

を「又は」に改め、同条第４項中「前各項」の前に「市長は、」を加

え、「よって」を「より」に、「においては」を「には」に、「こ

れ」を「、これ」に改める。 

  第３３条の１２第１項中「よって」を「より」に、「においては」

を「には」に改め、「又は個別帰属法人税額」を削り、同条第２項中

「又は連結法人税額の課税標準の算定期間（以下この項及び次項にお

いて「算定期間」という。）」及び「又は個別帰属法人税額」を削り、

「案分して」を「按分して」に改め、同条第３項第１号及び第２号中

「算定期間の中途」の前に「法人税額の課税標準の」を加え、同項第

３号中「算定期間中」の前に「法人税額の課税標準の」を加える。 
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  第３３条の１３第２項を削り、同条第３項中「前２項」を「前項」

に改め、同項を同条第２項とする。 

  第７１条第３項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、

「０．７本」を「１本」に改める。 

  附則第２５項中「第８項又は第９項」を「第６項又は第７項」に、

「附則第８条の２の２第７項、第８項及び第１２項並びに同条第１４

項」を「附則第８条の２の２第４項から第６項まで及び同条第８項」

に、「同条第７項」を「同条第４項」に改め、附則第２６項を次のよ

うに改める。 

２６ 削除 

附則第３２項及び第３３項中「及び第２項」を削る。 

（尼崎市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 尼崎市市税条例等の一部を改正する条例（令和元年尼崎市条例

第６号）の一部を次のように改正する。 

  第３条のうち、尼崎市市税条例第１８条第１項第２号及び第２７条

の２第１項第３号の改正規定を削り、同条例附則の改正規定中「附則

第７０項を附則第７１項とし、附則第６９項を附則第７０項とし、附

則第６８項を附則第６９項とし」を「附則第７１項を附則第７２項と

し、附則第６８項から附則第７０項までを１項ずつ繰り下げ」に改め

る。 

  付則第１項第３号を削り、同項第４号中「（前号に掲げる改正規定

を除く。）」を削り、同号を同項第３号とし、同項第５号を同項第４

号とし、付則第８項を次のように改める。 

 ８ 削除 

（尼崎市債権管理条例の一部改正） 

第４条 尼崎市債権管理条例（平成３０年尼崎市条例第４号）の一部を

次のように改正する。 

  付則第３項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基

準割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均

貸付割合」に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」
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という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、

「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、付則第４項

中「特例基準割合が」を「延滞金特例基準割合が」に改め、「（以下

「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適

用年における特例基準割合」を「その年における延滞金特例基準割

合」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

 第１条中尼崎市市税条例第７１条第３項にただし書を加える改正

規定及び付則第１２項の規定 令和２年１０月１日 

 第１条中尼崎市市税条例第１８条第１項第２号及び第２１条の改

正規定、同条例第２６条第１項ただし書の改正規定（「第３１４条

の２第５項」を「第３１４条の２第４項」に改める部分に限る。）

並びに同条例第３４条第２項第１号並びに附則第３１項及び第３２

項の改正規定並びに第４条の規定並びに次項から付則第４項まで及

び付則第１５項の規定 令和３年１月１日 

 第２条中尼崎市市税条例第７１条第３項ただし書の改正規定及び

付則第１３項の規定 令和３年１０月１日 

 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）の規定並びに付則第６

項及び第７項の規定 令和４年４月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の尼崎市市税条例（以下「改正後の条

例」という。）附則第３１項及び第３２項の規定は、令和３年１月１

日以後の期間に対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応

する延滞金については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

３ 改正後の条例第１８条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第２

１条及び第３４条第２項（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令
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和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年度分

までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る改正後の条

例第２６条第１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保

険料控除額」とあるのは「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方

税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定に

よる改正前の地方税法（以下「改正前の法」という。）第２９２条第

１項第１１号に規定する寡婦（改正前の法第３１４条の２第３項の規

定に該当するものに限る。）又は改正前の法第２９２条第１項第１２

号に規定する寡夫である第１７条第１項第１号に掲げる者に係るもの

を除く。）」と、「同法」とあるのは「所得税法」とする。 

５ 改正後の条例附則第２５項及び第２６項の規定は、令和２年４月１

日以後に終了する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に終了する

連結事業年度分の法人の市民税について適用する。 

６ 付則第１項第４号に掲げる規定による改正後の尼崎市市税条例の規

定中法人の市民税に関する部分は、令和４年４月１日以後に開始する

事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）

第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）

による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号）（以下「令和４

年改正前法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結子

法人（以下「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（令和４

年改正前法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度

をいう。以下同じ。）が同日前に開始した事業年度を除く。）分の法

人の市民税について適用する。 

７ 令和４年４月１日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人

事業年度が同日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及

び同日前に開始した連結事業年度（令和４年改正前法人税法第１５条

の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）（連結子法

人の連結親法人事業年度が同日前に開始した連結事業年度を含む。）

分の法人の市民税については、付則第１項第４号に掲げる規定による
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改正前の尼崎市市税条例の規定中法人の市民税に関する部分は、なお

その効力を有する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

８ 改正後の条例第３６条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の

固定資産税について適用し、令和２年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

９ 改正後の条例第３６条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の

固定資産税について適用する。 

１０ 第１条の規定による改正前の尼崎市市税条例（以下「改正前の条

例」という。）附則第１０項第２号の規定は、地方税法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第５号。以下「地方税法等改正法」とい

う。）附則第１４条第８項の規定によりなお従前の例によることとさ

れた地方税法等改正法第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）（以下「改正前の法」という。）附則第１５条

第２項に規定する施設（同項第２号に掲げる施設に限る。）に対して

課する固定資産税については、なおその効力を有する。 

１１ 改正前の条例附則第１０項第１７号の規定は、地方税法等改正法

附則第１４条第１７項の規定によりなお従前の例によることとされた

改正前の法附則第１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対し

て課する固定資産税については、なおその効力を有する。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

１２ 令和２年１０月１日前に課した、又は課すべきであった葉巻たば

こに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

１３ 令和３年１０月１日前に課した、又は課すべきであった葉巻たば

こに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

１４ 改正前の条例附則第１０項第１７号の規定は、地方税法等改正法

附則第１４条第１７項の規定によりなお従前の例によることとされた

改正前の法附則第１５条第４０項に規定する家屋に対して課する都市

計画税については、なおその効力を有する。 



議 62-15 

（尼崎市債権管理条例の一部改正に伴う経過措置） 

１５ 第４条の規定による改正後の尼崎市債権管理条例付則第３項及び

第４項の規定は、令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金につ

いて適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の

例による。 

（説 明） 

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）の施行等

に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 





議 63 

議案第６３号 

   尼崎市手数料条例の一部を改正する条例について 

尼崎市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市手数料条例の一部を改正する条例 

尼崎市手数料条例（昭和４０年尼崎市条例第１４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２号中「及び第２号の３」を「から第３号までのいずれか」

に、「年度ごと１種類」を「１件」に改め、同条第３号及び第４号を次

のように改める。 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４１条第９号に規定

する固定資産課税台帳（以下「固定資産課税台帳」という。）に記

録をされている事項に関する証明 １件 ３００円 

 固定資産課税台帳に記録をされている事項を記載した書類の閲覧 

 １件 ３００円 

第２条第４号の次に次の１号を加える。 

の２ 土地名寄帳又は家屋名寄帳に記録をされている事項を記載し

た書類の閲覧 １件 ３００円 

第２条第１項第３５号中「第１５号及び」を「第４号、第４号の２、

第１５号又は」に、「並びに」を「及び」に改める。 

第３条の見出しを「（取扱件数）」に改め、同条中「各号の一」を

「各号のいずれか」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項に規定するもののほか、手数料を徴収する事務の単位の取扱い

は、市長が別に定める。 

第６条の見出しを「（手数料の不徴収）」に改め、同条中「各号の

一」を「各号のいずれか」に改め、同条に次の１号を加える。 

 地方税法第４１６条第１項又は第４１９条第６項の規定による縦

覧の期間内において、固定資産課税台帳に記録をされている事項又

は土地名寄帳若しくは家屋名寄帳に記録をされている事項を記載し



議 63-2 

た書類をその記録をされている土地又は家屋に係る固定資産税の納

税義務者の閲覧に供するとき。 

付 則 

 この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（説 明） 

  土地名寄帳及び家屋名寄帳の閲覧を開始するにあたり、当該閲覧に

係る手数料の設定等のため、条例改正が必要であることから、本案を

提出する。 



議 64 

議案第６４号

   尼崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条  

   例の一部を改正する条例について

 尼崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。

  令和２年６月９日提出

尼崎市長 稲  村  和  美  

   尼崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条  

   例の一部を改正する条例

 尼崎市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和

３６年尼崎市条例第１１号）の一部を次のように改正する。

 付則第２３項を付則第２４項とし、付則第１９項から第２２項までを

１項ずつ繰り下げ、付則第１８項の次に次の１項を加える。

１９ 令和２年７月１日から同年１２月３１日までの間に限り、市長に

係る前項の規定の適用については、同項中「１,１７７，０００円に

１００分の９０」とあるのは、「１,１７７，０００円に１００分の

８０」とする。ただし、第３条第２項の規定を適用する場合は、この

限りでない。

   付 則

 この条例は、令和２年７月１日から施行する。

（説 明）

  市長の給料月額削減措置を実施するため、条例改正が必要であるこ

とから、本案を提出する。





議 65 

議案第６５号 

尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を 

改正する条例について 

 尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を 

改正する条例 

尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１３年尼崎

市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号から第２

０号までを１号ずつ繰り上げる。 

   付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（説 明） 

  本市職員を派遣することができる団体から「公益財団法人尼崎口腔

衛生センター」を除くため、条例改正が必要であることから、本案を

提出する。 





議 66 

議案第６６号 

   尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例及び尼崎市消防職員 

の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例及び尼崎市消防職員の特殊勤

務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例及び尼崎市消防職員 

の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

（尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎市条

例第９号）の一部を次のように改正する。 

  付則を付則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付

し、付則に次の１項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令第２

条に規定する期間における手当の特例） 

 ２  新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令

（令和２年政令第１１号）第２条に規定する期間においては、第６

条ただし書中「、第８項及び第９項」とあるのは「及び第８項から

第１０項まで」と、別表中 

  「 

９  年末年

始特別業

務手当 

１２月２９日から翌年の１月

３日までの間における業務の

うち、市規則で定める業務 

日 ３，０００円

                               」 

とあるのは 

  「 

９  年末年

始特別業

１２月２９日から翌年の１月

３日までの間における業務の

日 ３，０００円
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務手当 うち、市規則で定める業務  

１０  新型

コロナウ

イルス感

染症防疫

等業務手

当 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

（新型コロナウイルス感染症

を指定感染症として定める等

の政令（令和２年政令第１１

号）第１条に規定する新型コ

ロナウイルス感染症をいう。

以下同じ。）の患者又は新型

コロナウイルス感染症にかか

っていると疑われる者（以下

「患者等」という。）に対す

る検査を行う施設その他新型

コロナウイルス感染症に感染

するおそれが高い場所として

市長が指定する場所における

新型コロナウイルス感染症か

ら市民の生命及び健康を保護

するために緊急に行われる措

置に係る業務で市長が指定す

るもの 

日 ３ ， ０ ０ ０ 円 （ 患

者 等 の 身 体 に 接 触

し て 行 う 業 務 、 患

者 等 に 長 時 間 に わ

た り 接 し て 行 う 業

務 そ の 他 心 身 に 著

し い 負 担 を 及 ぼ す

業 務 と し て 市 長 が

指 定 す る 業 務 に 従

事 し た 場 合 に あ っ

て は 、 ４ ， ０ ０ ０

円） 

                               」 

として、これらの規定を適用する。 

（尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第２条 尼崎市消防職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

付則を付則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付

し、付則に次の１項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令第２

条に規定する期間における手当の特例） 

 ２  新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令
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（令和２年政令第１１号）第２条に規定する期間においては、別表

中 

  「 

８  年末年

始特別業

務手当 

１２月２９日から翌年の１月

３日までの間における業務の

うち、消防長が別に定める業

務 

日 ３，０００円

摘要  第７項支給額の欄に掲げる級の区分は、尼崎市消防局職員車両

担当に関する規程（昭和３７年尼崎市消防局訓令乙第４号）別表第

２に掲げる等級の区分による。 

                               」 

とあるのは、 

  「 

８  年末年

始特別業

務手当 

１２月２９日から翌年の１月

３日までの間における業務の

うち、消防長が別に定める業

務 

日 ３，０００円

９  新型コ

ロナウイ

ルス感染

症に係る

危険業務

手当 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

（新型コロナウイルス感染症

を指定感染症として定める等

の政令（令和２年政令第１１

号）第１条に規定する新型コ

ロナウイルス感染症をいう。

以下同じ。）の患者又は新型

コロナウイルス感染症にかか

っていると疑われる者（以下

「患者等」という。）に係る

救急業務その他の新型コロナ

ウイルス感染症に感染するお

日 ３ ， ０ ０ ０ 円 （ 患

者 等 の 身 体 に 接 触

し て 行 う 業 務 、 患

者 等 に 長 時 間 に わ

た り 接 し て 行 う 業

務 そ の 他 心 身 に 著

し い 負 担 を 及 ぼ す

業 務 と し て 消 防 長

が 指 定 す る 業 務 に

従 事 し た 場 合 に あ

っ て は 、 ４ ， ０ ０

０円） 
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それが高い業務で消防長が指

定するもの 

摘要  第７項支給額の欄に掲げる級の区分は、尼崎市消防局職員車両

担当に関する規程（昭和３７年尼崎市消防局訓令乙第４号）別表第

２に掲げる等級の区分による。 

                               」 

として、同表の規定を適用する。 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の尼崎市職員の特殊勤務手当に関する条

例付則第２項及び第２条の規定による改正後の尼崎市消防職員の特殊

勤務手当に関する条例付則第２項の規定は、令和２年２月１日から適

用する。 

（説 明） 

  新型コロナウイルス感染症に係る特殊勤務手当を新設するため、条

例改正が必要であることから、本案を提出する。 



議 67 

議案第６７号 

尼崎市築地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関   

する条例等の一部を改正する条例について 

尼崎市築地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市築地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関   

する条例等の一部を改正する条例 

（尼崎市築地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

の一部改正） 

第１条 尼崎市築地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例（平成１３年尼崎市条例第４７号）の一部を次のように改正す

る。 

  第５条第３項を次のように改める。 

３ 第１項の規定は、次のいずれかに該当する土地について、当該土

地の全部を建築物の一の敷地として使用する場合においては、適用

しない。

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第１

項の規定による換地処分により取得された土地でその面積が８０

平方メートル未満であるもの（以下「換地処分土地」という。） 

 換地処分土地の全部及びこれに隣接する土地の全部又は一部 

（尼崎市武庫之荘３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部改正） 

第２条 尼崎市武庫之荘３丁目地区地区計画の区域内における建築物の

制限に関する条例（平成１８年尼崎市条例第１８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第４項を次のように改める。 

４ 第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する土地について、

当該土地の全部を建築物の一の敷地として使用する場合においては、
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適用しない。 

 この条例の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土

地で第１項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定

に適合しないこととなる土地（以下これらの土地を「既存不適格

土地」という。） 

 既存不適格土地の全部及びこれに隣接する土地の全部又は一部

 建築物の敷地として使用されている土地で第２項の規定に適合

するもの又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

使用するならば同項の規定に適合することとなる土地（その面積

が１５０平方メートル未満であるものに限る。）の全部及びこれ

に隣接する土地の全部又は一部

（尼崎市武庫之荘４丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例の一部改正） 

第３条 尼崎市武庫之荘４丁目地区地区計画の区域内における建築物の

制限に関する条例（平成１８年尼崎市条例第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第４項を次のように改める。 

４ 第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する土地について、

当該土地の全部を建築物の一の敷地として使用する場合においては、

適用しない。 

 この条例の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土

地で第１項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定

に適合しないこととなる土地（以下これらの土地を「既存不適格

土地」という。） 

 既存不適格土地の全部及びこれに隣接する土地の全部又は一部

 建築物の敷地として使用されている土地で第２項の規定に適合

するもの又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

使用するならば同項の規定に適合することとなる土地（その面積
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が１６５平方メートル未満であるものに限る。）の全部及びこれ

に隣接する土地の全部又は一部

第６条第６項中「沿道区域」を「沿道地区」に改める。 

（尼崎市武庫之荘駅前西地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部改正） 

第４条 尼崎市武庫之荘駅前西地区地区計画の区域内における建築物の

制限に関する条例（平成２１年尼崎市条例第２３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定は、次のいずれかに該当する土地について、当該土地

の全部を建築物の一の敷地として使用する場合においては、適用し

ない。 

 この条例の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土

地で前項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の

権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に

適合しないこととなる土地（以下これらの土地を「既存不適格土

地」という。） 

 既存不適格土地の全部及びこれに隣接する土地の全部又は一部

（尼崎市武庫之荘５丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部改正） 

第５条 尼崎市武庫之荘５丁目地区地区計画の区域内における建築物の

制限に関する条例（平成２２年尼崎市条例第５１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第５条第４項を次のように改める。 

４ 第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する土地について、

当該土地の全部を建築物の一の敷地として使用する場合においては、

適用しない。 

 この条例の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土

地で第１項の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他

の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定
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に適合しないこととなる土地（以下これらの土地を「既存不適格

土地」という。） 

 既存不適格土地の全部及びこれに隣接する土地の全部又は一部

 建築物の敷地として使用されている土地で第２項の規定に適合

するもの又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

使用するならば同項の規定に適合することとなる土地（その面積

が１３０平方メートル未満であるものに限る。）の全部及びこれ

に隣接する土地の全部又は一部

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（説 明） 

尼崎市築地地区地区計画等の都市計画変更等に伴い、条例改正が必

要であることから、本案を提出する。   



議 68 

議案第６８号 

   尼崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例に 

ついて 

 尼崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

  令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

尼崎市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年尼崎市条例第３１

号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「、損害補償」を「、この条例に基づく損害補償（以下「損

害補償」という。）」に改め、「この条例によって」を削る。 

第４条中「この条例による」を削る。 

第５条第１項中「前条に規定する損害補償（以下「」及び「」とい

う。）」を削り、同条第２項中「ところによる」を「額とする」に改め、

同項第１号中「よって」を「より」に、「における」を「（以下「事故

発生日等」という。）において」に改め、同項第２号中「８，８００

円」を「８，９００円」に改め、同条第５項中「ついて死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断によって死亡の原因である疾

病の発生が確定した日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日」

を「係る事故発生日等」に、「、他」を「他」に改め、「として」の次

に「当該」を加え、同項第１号中「配偶者」の前に「当該消防団員等

の」を加え、同項第２号中「２２歳」の前に「当該消防団員等の子で」

を加え、「子」を「もの」に改め、同項第３号中「２２歳」の前に「当

該消防団員等の孫で」を加え、「孫」を「もの」に改め、同項第４号を

次のように改める。 

 当該消防団員等の父母又は祖父母で６０歳以上のもの 

第５条第５項第５号中「２２歳」の前に「当該消防団員等の弟妹で」

を加え、「弟妹」を「もの」に改める。 

第２２条第１項中「この条例に基づく」を削る。 
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付則第１４項第２号、第１５項、第２２項第２号及び第２３項中「１

００分の５」を「事故発生日等における法定利率」に改める。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１ 

補 償 基 礎 額 表 

階 級 

勤 務 年 数 

１０年未満 
１０年以上２０

年未満 
２０年以上 

団長及び副団

長 
１２，４４０円 １３，３２０円 １４，２００円

分団長及び副

分団長 
１０，６７０円 １１，５５０円 １２，４４０円

部長、班長及

び団員 
８，９００円 ９，７９０円 １０，６７０円

摘要 

 １ 事故発生日等に、その事故又は疾病が発生したことにより特

に上位の階級に任命された消防団員の階級は、当該事故又は疾

病が発生した日の前日においてその者が属していた階級によ

る。 

 ２ 一の階級における勤務年数を算定する場合においては、当該

階級に任命された日以後の期間と当該日前における当該階級と

同一の階級又は当該階級より上位の階級に属していた期間とを

合算する。 

付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の尼崎市消防団員等公務災害補償条例（以下

「改正後の条例」という。）付則第１４項、第１５項、第２２項及び

第２３項の規定は、令和２年４月１日（以下「基準日」という。）か
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ら適用する。 

（経過措置） 

３ 改正後の条例第５条第２項（第２号に係る部分に限る。）及び別表

第１の規定は、基準日以後に支給すべき事由の生じた損害補償並びに

基準日前に支給すべき事由の生じた傷病補償年金、障害補償年金及び

遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）で基準日以後の期

間に係るものについて適用し、基準日前に支給すべき事由の生じた損

害補償（傷病補償年金等を除く。次項において同じ。）及び基準日前

に支給すべき事由の生じた傷病補償年金等で基準日前の期間に係るも

のについては、なお従前の例による。 

４ 基準日からこの条例の施行の日の前日までの間において、この条例

による改正前の尼崎市消防団員等公務災害補償条例（以下「改正前の

条例」という。）の規定に基づいて支給された損害補償（基準日以後

に支給すべき事由の生じたものに限る。）は改正後の条例の規定に基

づく損害補償の内払と、改正前の条例の規定に基づいて支給された傷

病補償年金等（基準日以後に支給すべき事由の生じたもの及び基準日

前に支給すべき事由の生じたもので基準日以後の期間に係るものに限

る。）は改正後の条例の規定に基づく傷病補償年金等の内払とみなす。 

（説 明） 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正

する政令（令和２年政令第６９号）の制定に伴い、条例改正が必要で

あることから、本案を提出する。 





その他
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議案第７０号

   建物の譲与について

 建物を次のとおり譲与するため、議決を求める。

  令和２年６月９日提出

尼崎市長 稲  村  和  美

１ 譲与の目的   尼崎口腔衛生センターで実施する公益事業の用に

供させるため

２ 譲与する建物

所 在 家屋番号 種類 構 造 床面積（㎡）

尼崎市東難波町４

丁 目 ３ ７ ３ 番 地

２、３７４番地

東難波町４丁

目３７３番２

の２

診療所
鉄骨造１

階建
２７３．０５

３ 譲与の相手方  尼崎市東難波町４丁目１３番１４号

一般社団法人尼崎市歯科医師会

            代表理事 松 田 哲 一

（説 明）

地方自治法第９６条第１項第６号の規定により、本案を提出する。





議 71 

議案第７１号 

工事請負契約について 

西消防署大庄出張所新築工事請負契約を次のとおり締結するため、議

決を求める。 

  令和２年６月９日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的  西消防署大庄出張所新築工事請負のため 

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市道意町６丁目６番地の４ 

         工事概要 新築工事 

３ 契約の方法  一般競争入札 

４ 契約の金額  １８０，９５０，０００円 

５ 契約の相手方 尼崎市鶴町１番地 

          河本工業株式会社 

           代表取締役 笠 原 一 郎 

（説 明） 

  西消防署大庄出張所新築工事を施行するため、議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、本

案を提出する。 
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（参 考） 

   工事概要 

種 別 内                容 

建 築 

 西消防署大庄出張所新築工事 

  鉄筋コンクリート造り ２階建て １棟 

  延べ面積 ３９８．８５平方メートル 

屋外付帯工事（倉庫、駐輪場等） 


